
■介護保険事業所新規指定について （居宅介護支援事業所） 

 

１．居宅介護支援事業所の新規指定の申請方法について  

 ～ 指定申請の流れについて ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事前協議 

② 指定申請書類提出 
（申請システムを利用して提出） 

 

③ 書類審査 

④ 指  定 

居宅介護支援事業所の開設を希望される場合は、まず広域 

連合本部指定係までご連絡をお願いします。その後、ホーム

ページに掲載しています、「事前協議予約票」に事前協議を希

望される日時を第 3 希望まで記入の上、ＦＡＸ（番号：０９

２－６４１－２４３２）で送付してください。 

 

事前協議は福岡県介護保険広域連合本部（福岡市博多区千

代）にて行います。当日は、法人の代表もしくは管理者（予

定者でも可）が出席されてください。行政書士等の代理人の

みでの出席は認められません。また、当日は、次の書類を持

参願います。 

 

・法人の定款もしくは法人登記簿謄本の写し（最新のもの） 

・法人の概要がわかるパンフレット等 

・事業所建物の平面図、周辺図 

・建物工事（新築・改装）概要 

・利用予定不動産の取得方法、賃貸借期間がわかるもの 

・指定予定月の勤務体制一覧表及び組織図（予定） 

・開設までのスケジュール表 

 

  指定要件に合致すると認められた場合には、指定を行いま

す。指定日は原則として審査完了後の翌月１日となります。 

事前協議後、問題がなければ指定申請書類の提出に関する 

依頼文書を送付いたしますので、期限までに電子申請システ

ムを用いて提出をお願いします。また郵送が必要な書類につ

いては広域連合本部まで送付してください。 

なお、電子申請に必要なユーザーＩＤとパスワードについ

ては、新規法人の場合はこの依頼文書に同封しています。既

に広域連合の電子申請システムに登録されている法人につ

いてはその法人ＩＤとパスワードを利用します。 

また、新規指定手数料に関する納付書も同封していますの

で、期限までに最寄りの金融機関で納付してください。 

  

  提出いただいた書類をもとに、各基準などに適合している 

か審査します。必要に応じてヒアリングや現地調査を行いま

す。（特に問題がない場合は省略します。） 

建築・改装 
開設準備など 



・ 指定更新申請（電子申請システム）の概要について 

当広域連合では、令和元年１０月から、更新手続の申請にあたっては、インターネットによる電子申請シ

ステムを導入しました。 電子申請システムの概要については下図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）・・・ システムにログインして、様式の一式（エクセル形式）をダウンロードして、様式を作成する。 

（２）・・・ （１）で作成した様式、および事業所が保有する書類のうち、ExcelやWord で作られた 

        ものやスキャナーでデータ化できるものについては、システムでアップロード（電送）する。 

（３）・・・ 作成した様式のうち、押印が必要なもの（申請書、雇用証明や誓約書類）原本での提 

出が必要な書類（履歴事項全部証明や登記関係書類）、データ化できない書類につい 

ては郵送する。 

  

 ２．指定申請にあたっての留意点  

・  令和３年４月１日以降が指定年月日となる新規居宅介護支援事業所の申請については、主任介

護支援専門員研修を修了した管理者を配置していることが必須となります。 

 

・  事務所については、利用者の方の来訪時に困難を伴わない場所にしてください。例えば、エレベーター

のない２階以上の場所やアクセスするまでに大きい段差がある場所についての設置は認められません。 

  また、事務所については、居宅介護支援事業を行う上で必要な備品（椅子・机・鍵付キャビネットな

ど）や相談室及びサービス担当者会議を行うための会議室の設置が必要です。訪問介護等、他の事

業と事務室を共用する場合は、居宅介護支援事業所として使用する専用の区画を設けてください。 

 

  ・  書類提出について、履歴事項全部証明や土地の登記簿謄本等については、原本で提出願いま 

す。また、提出必要書類一覧中に、「原本証明」と記載されているものについては、次の方法を参考にし 

て原本証明をお願いします。 

 

 

 

 

 

事業所 

 

広域連合 
申請様式やデータ化した 

必要提出書類 

申請書類をパ
ソコンで作成し
てシステムを使
い送信 

インターネットで電送 

押印が必要な様式、原本
提出が必要な書類、デー
タ化できない書類 

 

 

受理及び手続 

この写しは、原本に相違ないことを証明します。 

法 人 名  

代表者名                      印（←登記済法人印） 



・  新規事業所開設については、指定日の前々月の末日までに書類の提出が必要です。指定申請書 

類の提出については、事前協議において指摘があった事項を解決した上での提出となります。事前協議 

の時期によってはご希望の月に開設できない場合がありますので、期間の余裕をもって事前協議の申し 

込みをお願いします。 例えば４月１日開設の場合は２月末日までに申請書類の提出及び手数料の 

納付、１月中に事前協議を完了させておく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

・ 指定申請書類の提出期限は、毎月の末日となります。電子申請システムで手続きをおこなった上で、 

  申請書や原本など郵送が必要なものについては締切日必着で広域連合本部まで送付願います。 

 

・   指定更新手数料については、納付書記載の期限までに、最寄りの金融機関にてご納付ください。 

  手数料の納付がない場合は、申請書の審査を行う事ができませんのでご留意ください。また、この手数料 

  は審査のための手数料です。 納付後に辞退した場合や審査の結果、指定ができなかった場合も返還 

することができませんで、あらかじめご了承ください。 

 

 ・   居宅介護支援事業所については、基準において居宅介護支援専門員１人につき担当できる利用 

者が３５名以内と定められていますので、持ち件数に応じた余裕のある人員配置をお願いします。管理 

者等と居宅介護支援専門員を兼務している方については、居宅介護支援専門員以外の業務を行って 

いる時間に比例して持ち件数が逓減しますのでご注意ください。 

  

・  平成３０年度の制度改正において、公正中立なケアマネジメントに関する事項が新設されています。 

契約時等において、ケアプランに位置付けた事業所以外の複数の事業所の紹介を求める事、およびそ 

の事業所をケアプランに位置付けた理由をいつでも求める事ができる事に関して懇切丁寧に説明を行 

い、書面による同意をとることが義務付けられていますのでご注意ください。 

なお、特に有料老人ホーム等の施設と併設する居宅介護支援事業所においては、その併設居宅介

護支援事業所の利用を入居条件とすることはきません。また、有料老人ホーム等の利用者以外の方の

ケアマネジメントについても積極的に受け入れるように努力してください。 

  

 ・   既に県指定の介護保険事業所がある建屋や病院や薬局等の許認可が必要な他の事業を行ってい 

る場所に居宅介護支援事業所を開設する場合については、その場所での居宅介護支援事業所の開 

設の可否について、予め関係当局と調整をおこなってください。 

 

 

 

 

 

 

事業開始月 ２ヶ月前 ３ヶ月前 

指定日 

(毎月 1 日) 

書類提出・納付 

(前々月末日まで) 

事前協議完了 

(３ヶ月前まで) 

１ヶ月前 



 

３．指定を受けるための要件について（介護保険法第７９条第２項） 

 

（１）法人であること。 

（２）事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に 

関する基準（平成１１年３月３１日厚生省令第３８条）以下、厚生省令第３８号という。に 

定める基準及び員数を満たしていること。 

 

（３）事業所の設備が、厚生省令第３８号に定める基準を満たしていること。 

（４）厚生省令第３８号に定める運営に関する基準に従って適正な事業の運営ができること。 

（５）法人及びその役員等が欠格事項（法第７９条第２項第４号から第８号まで）及び福岡県介

護保険広域連合指定居宅介護支援等の事業の人員及び基準等に関する条例第６条に定める

事項に該当していないこと。 

 指定を受けるために必要な要件は、前頁（１）～（５）のとおりですが、具体的に記述した下記基準

等について、必ず全文を熟読し、理解した上で申請してください。 

 

 

 

 

 

 

４．介護保険法に基づく業務管理体制の整備及び届出について 

 

  介護保険法上、介護サービス事業者は、法令順守等の業務管理体制の整備が義務付けられていま 

す。介護サービス事業者が整備すべき業務管理体制は、指定または許可を受けている事業所又は施設の 

数に応じ定められています。 

  業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を、遅滞なく届け出る必要となりますので、届出

先（国や県）へ届出を行ってください。内容の詳細やどこに届け出るべきかについては厚生労働省ホームペ

ージ（https://www.mhlw.go.jp/stf/service）をご参照ください。 

 

 

５．相談及び問い合わせ先について 

 

  居宅介護支援事業者指定申請に関する相談、質問等については、下記までお問い合わせくださ

い。なお、来庁される場合には、事前に電話で来庁日時等の打ち合わせを行った上で来庁いただくよう

お願いします。（予約者優先となります。） 

 

 
○問い合わせ先 

福岡市博多区千代４丁目１番２７号福岡県自治会館３階 

福岡県介護保険広域連合本部 事業課 指定係  

ＴＥＬ０９２－９８１－９０７４ 

・ 「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」 

・ 「指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準」 

・ 「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について」 

・ 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び 

  福祉用具貸与に関する部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に 

  伴う実施上の留意事項について」 


